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水産研究・教育機構の
組織が変わりました

国立研究開発法人  水産研究・教育機構

シンボルマークと英語の法人名（Japan	Fisheries	Research	
and	Education		Agency	）を示しています。
シンボルマークは「水」と「	魚」をモチーフにしています。
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研
究
開
発
を

効
果
的
・
効
率
的
に

実
施
す
る
た
め
に

正
さ
れ
ま
し
た
。

当
機
構
に
は
、
政
府
の
研
究
機
関
と
し
て
、
検
討
会
の
提
言
や
改
正
漁
業

法
に
沿
い
、「
科
学
的
・
効
果
的
な
評
価
方
法
と
評
価
対
象
種
を
有
用
種
へ

拡
大
」、「
国
際
競
争
力
に
つ
な
が
る
養
殖
業
の
新
技
術
開
発
」、「
気
候
変

動
・
不
漁
問
題
」、「
人
口
減
少
を
見
据
え
た
生
産
性
の
向
上
と
自
動
化
等
に

よ
る
操
業
省
力
化
」、「
漁
業
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
」、「
水
産
物
の
安
全
・
安
心

と
輸
出
促
進
を
含
め
た
新
た
な
利
用
」
等
へ
の
対
応
を
通
じ
て
、
水
産
業
を

支
え
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
を
背
景
と
し
て
、
当
機
構
は
、
産
業
研
究
所
と
し
て
水
産
業
に
関

わ
る
技
術
開
発
研
究
の
中
心
的
役
割
を
果
た
し
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
起
こ

し
て
水
産
改
革
実
現
の
一
翼
を
担
う
た
め
に
、
こ
れ
ま
で
の
９
研
究
所
で
構

成
し
て
い
た
研
究
開
発
部
門
を「
水
産
資
源
研
究
所
」と「
水
産
技
術
研
究
所
」

に
再
編
し
、
そ
の
２
研
究
分
野
に
加
え
て
開
発
調
査
セ
ン
タ
ー
を
中
心
と
す

る
社
会
実
装
・
企
業
化
分
野
、
水
産
大
学
校
を
中
心
と
す
る
人
材
育
成
分
野

の
４
本
を
柱
と
し
て
研
究
開
発
を
戦
略
的
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
ま
し
た
。

今
回
の
組
織
再
編
を
ス
タ
ー
ト
と
し
、
２
０
２
１
年
度
か
ら
始
ま
る
第
５

期
中
長
期
計
画
期
間
に
お
い
て
も
、
時
代
に
即
し
た
効
果
的
な
研
究
開
発
の

実
現
に
向
け
、
各
研
究
開
発
分
野
の
使
命
を
全
う
す
る
ば
か
り
で
な
く
、
問

題
に
応
じ
て
分
野
横
断
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り
機
動
的
な
対
応
を
図
り

つ
つ
、
引
き
続
き
、
組
織
と
業
務
の
合
理
化
・
効
率
化
を
計
画
的
に
進
め
て

ま
い
り
ま
す
。

国
立
研
究
開
発
法
人
水
産
研
究
・
教
育
機
構
は
、
水
産
物
の
安
定
的
な
供

給
と
水
産
業
の
健
全
な
発
展
に
貢
献
す
る
た
め
に
、
水
産
分
野
に
お
け
る
研

究
開
発
と
人
材
育
成
を
推
進
し
、
そ
の
成
果
を
最
大
化
し
社
会
へ
の
還
元
を

進
め
る
こ
と
を
基
本
理
念
と
し
て
活
動
を
続
け
て
ま
い
り
ま
し
た
。

当
機
構
は
、
２
０
０
１
年
に
水
産
庁
所
属
の
９
研
究
所
を
統
合
し
て
発
足

以
来
、
海
洋
水
産
資
源
開
発
セ
ン
タ
ー
、
日
本
栽
培
漁
業
協
会
、
さ
け
・
ま

す
資
源
管
理
セ
ン
タ
ー
、
水
産
大
学
校
と
順
次
統
合
し
、
現
在
の
体
制
に
な

り
ま
し
た
。

統
合
に
よ
り
全
国
各
地
に
あ
る
全
て
の
施
設
を
引
き
継
い
で
き
ま
し
た

が
、
組
織
体
制
が
調
査
研
究
の
必
要
性
に
必
ず
し
も
一
致
し
て
い
な
い
こ
と

や
施
設
の
多
く
が
老
朽
化
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
後
、
必
要
と
さ
れ
る
調

査
・
研
究
等
を
将
来
に
わ
た
り
、
着
実
に
、
か
つ
効
果
的
・
効
率
的
に
推
進

す
る
た
め
、「
水
産
業
の
成
長
産
業
化
を
推
進
す
る
た
め
の
試
験
・
研
究
等

を
効
果
的
に
実
施
す
る
た
め
の
国
立
研
究
開
発
法
人
水
産
研
究
・
教
育
機
構

の
研
究
体
制
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
会
」
の
提
言
が
２
０
１
８
年
４
月
に

ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
同
年
12
月
に
は
我
が
国
の
漁
業
を
と
り
ま
く
環
境
の
変
化
に
対
応

し
て
、
水
産
資
源
の
適
切
な
管
理
と
水
産
業
の
成
長
産
業
化
を
両
立
さ
せ
、

漁
業
者
の
所
得
向
上
と
年
齢
の
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
漁
業
就
業
構
造
を
確
立

す
る
こ
と
を
め
ざ
す
水
産
改
革
を
進
め
る
べ
く
、
漁
業
法
が
70
年
ぶ
り
に
改

理
事
長
あ
い
さ
つ
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旧 体 制新 体 制

◦水産資源研究センター
底魚資源部
浮魚資源部
広域性資源部　など

◦さけます部門
資源生態部
資源増殖部

◦養殖部門
まぐろ養殖部
シラスウナギ生産部
育種部　など

◦環境・応用部門
（栄養塩・貝類・内水面関係など）
沿岸生態システム部
水産工学部　など

研
究
開
発
部
門
の
組
織
を
再
編
し
、
２
所
体
制
に
移
行
（
２
０
２
０
年
７
月
）

水産研究・教育機構の組織が変わりました

45 vol.64  2020. 9 vol.64  2020. 9FRA NEWS FRA NEWS

統
一
的
な
技
術
開
発
体
制
で
成
長
産
業
化
を
加
速

水
産
研
究
・
教
育
機
構
で
は
、
こ
れ
ま
で
全
国
の
水
産
業
に
係

る
基
盤
的
な
課
題
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
日
本
周
辺
の
海
域
を

ブ
ロ
ッ
ク
に
分
け
て
研
究
所
を
設
置
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
環

境
特
性
や
各
地
の
水
産
業
の
特
性
に
合
わ
せ
た
調
査
研
究
を
行

い
、
そ
の
成
果
に
よ
っ
て
地
域
の
水
産
業
の
振
興
に
貢
献
し
て
き

ま
し
た
。

し
か
し
、
２
０
１
８
年
の「
水
産
研
究
・
教
育
機
構
の
あ
り
方

検
討
会
」の
提
言
で
は
、
こ
う
し
た
海
区
割
の
研
究
体
制
は
、
重

要
水
産
資
源
の
分
布
・
回
遊
や
主
要
水
揚
げ
港
の
現
況
に
照
ら
し

て
最
適
で
は
な
い
こ
と
、
ま
た
、
資
源
管
理
の
高
度
化
に
向
け
た

国
内
及
び
国
際
の
資
源
評
価
に
お
け
る
統
一
的
な
対
応
に
も
課
題

が
あ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
効
率
的
な
研
究
開
発
の
た
め
の
体
制
整

備
が
必
要
で
あ
る
と
の
指
摘
が
あ
り
ま
し
た
。

日
本
の
水
産
業
で
は
、
生
産
性
の
向
上
と
所
得
増
大
に
よ
る
成

長
産
業
化
が
最
重
要
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
水
産
業
の
成
長
産

業
化
を
推
し
進
め
る
た
め
に
は
、
水
産
関
連
技
術
の
革
新
が
必
須

で
す
。
そ
の
た
め
に
は
、
現
行
の
研
究
所
単
位
で
の
研
究
体
制
で

は
効
率
が
悪
く
、
統
一
的
な
技
術
開
発
体
制
へ
の
再
構
築
が
急
務

で
す
。

そ
こ
で
私
た
ち
は
、
こ
れ
ま
で
の
9
つ
の
研
究
所
で
構
成
し
て

い
た
研
究
開
発
部
門
を「
水
産
資
源
研
究
所
」と「
水
産
技
術
研

究
所
」に
再
編
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
水
産
技
術
分
野
の
組

織
体
制
を
抜
本
的
に
見
直
し
、
再
構
築
す
る
と
と
も
に
、
全
国
の

養
殖
研
究
分
野
を
統
括
す
る
部
署
を
整
備
す
る
と
い
っ
た
集
約
化

を
図
り
ま
し
た
。

ま
た
、
こ
の
2
研
究
分
野
に
加
え
て
、
開
発
調
査
セ
ン
タ
ー
を

中
心
と
す
る
社
会
実
装
・
企
業
化
分
野
、
水
産
大
学
校
を
中
心
と

し
た
人
材
育
成
分
野
の
4
本
を
柱
と
し
て
、
新
た
な
時
代
に
応
じ

た
研
究
開
発
目
標
を
明
確
に
示
し
、
実
行
す
る
こ
と
で
、
国
民
の

ニ
ー
ズ
に
こ
た
え
る
成
長
産
業
化
を
め
ざ
し
て
ま
い
り
ま
す
。

本　部

水産資源研究所

水産技術研究所

水産大学校 開発調査センター

全国施設配置



資源評価、管理手法の高度化

海洋環境、生産構造、予測の高度化

水産研究・教育機構の組織が変わりました
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＊　ICT：Information and Communication Technology（ 情報通信技術 ）の略

◦新たな水産政策における水産資源の適切な管理と、水産
業の成長産業化への科学的基礎となる資源評価を行う

◦水産資源研究センターを新設し、資源評価対象魚種の拡
大や評価手法の高度化等に的確に対応する

◦自然界がもたらす水産資源を、常に変動する自然環境と
経済社会の状況下において、最大かつ持続的に利用する
ための研究開発を行い、その成果を社会に広く還元する

・水産資源の資源評価、管理及び生態に係る研究

・水産資源に関する海洋環境に係る研究、海洋における放射性物質の動態及び水産生
物に及ぼす影響に係る研究

・海洋生態系と漁業に関わる社会経済活動との相互作用の解明など水産システムに係
る研究

・漁業情報及び水産資源情報の収集及び解析並びに水産資源に係る資源解析及び資源
評価手法の高度化に係る研究

・水産生物の遺伝情報及びその利活用に関する研究

水産資源研究所の使命ー1

資源評価の高度化と評価種の拡大への対応及び
それを支える ICT＊等の基盤研究、水産資源と海洋環境変動に関する研究

水産資源の持続的な利用・  資源評価技術の高度化をめざします
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水産研究・教育機構の組織が変わりました
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◦さけ・ます類の個体群維持のため、人工ふ化放流を継続
する

◦一方、近年我が国のサケ（シロザケ）資源量は、現水準で
放流開始後最低水準に落ち込んでおり、これまで以上に
科学と技術が一体となった課題解決型の研究開発の推進
と成果の普及を図り、さけ・ます資源を持続的に利用で
きるようにする

・河川及び海洋におけるさけ・ます類の資源動態及びその変動要因に係る研究

・さけ・ます類の個体群維持のためのふ化放流及び放流技術の改善と民間への普及

水産資源研究所の使命ー2

さけ・ます類資源の回復・管理

高い回帰率が期待できる仔稚魚の育成と  放流方法を開発し、普及をめざします
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日本のサケの回遊模式図

サケの来遊数（沿岸漁獲数と
河川捕獲数の合計値）と放流数
（令和元年度	国際漁業資源の現況）

サケのふ化仔魚 調査船による夏のベーリング海沖合
海域での生態調査



◦新たな水産政策に対応した養殖業の成長産業化のための
研究・技術開発を行う

◦国の養殖業成長産業化総合戦略に基づいて、優良種苗生
産・魚病対策、マーケティング戦略等に関する研究・技
術開発に取り組む

◦水産業の成長産業化に向けて、安全な水産物の安定供給
を支える生産システムの効率性と安全性の向上及びその
高度化をめざした研究・技術開発を行い、その成果を生
産現場や社会に広く還元する

・クロマグロの安定採卵、種苗生産及び養殖に係る研究

・ニホンウナギの種苗量産化に係る研究

・重要水産生物の育種のための研究、系統の作出、保存及び利用に係る研究

・養殖対象種の飼餌料の開発や性成熟及び産卵制御に係る研究 

・戦略的養殖品目等の飼育技術の開発と実用化に係る研究

・重要水産生物の魚病対策に係る研究

・養殖業のマーケティング戦略の構築に係る研究

水産技術研究所の使命ー1

養殖業の成長産業化に向けた技術開発研究

人工シラスウナギ

人工稚ウナギ

ウナギ親魚

成熟親魚

受精卵

プレレプトセファルス幼生

レプトセファルス幼生

これまで

早期産卵
飼
育
環
境

陸上水槽による環境の制御

水温

水温

産卵期 （４～５月）

産卵期 （6～ 7月）

時　期

早期産卵 出荷海上生け簀
す

育種により生産性を向上させる取り組みも開始

対策研究の開始

原因究明

新たな診断及び防除技術の開発

養殖対象魚介類に年間100億円に及ぶ魚病被害

養殖場から高成長などの優良形質を持つ個体を選抜

市場ニーズに合った付加価値の高い系統を作出

魚の特性や遺伝情報を基にする技術で親を選抜・交配

できた魚の特性から
選抜技術を再検証

国や各都道府県からの行政ニーズ
業界からの産業ニーズ

2009年
人工親魚が育つ
2010年
完全養殖成功

1999年
30ミリ以上のレプト
セファルスまで成長

6〜7日齢から
摂餌可能に

1973年
人工ふ化（北大）

1996年
サメ卵飼料の発見

ふ化直後

160〜400日齢で
シラスウナギに変態

2002年
シラスウナギに変態

シラスウナギに
変態してから
飼育環境下で
半年〜1年で成魚
（3〜4年で親魚）
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養殖業の成長産業化を  促進します

ブリの育種技術 魚病の防除技術

クロマグロ人工種苗の生産技術 シラスウナギの量産技術
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◦持続的な水産物生産システム構築のための研究開発を行う

◦漁業・養殖業の発展に資するため、水産業を支える工学、
沿岸・内水面環境、安全・安心な水産物の安定供給に係
る研究・技術開発を行う

・漁港・漁場の整備、漁業・養殖業の生産性・効率性の向上、及びこれらの安全性向
上に係る研究

・陸水域から沿岸海域までの流域圏における生態系の変動機構の解明、漁場環境の評
価及び管理に係る研究

・赤潮・貝毒の発生機構及び被害軽減技術、化学物質の水域生態系における動態・水
産生物への影響などに係る研究

・水産物の安全性の評価などに係る研究

水産技術研究所の使命ー2

水産業を支える工学、沿岸・内水面環境、安全・安心な
水産物の供給に係る研究開発

水産業の健全な発展と安全な  水産物の安定供給をめざします

エンジン

回転数
検出器

燃料タンク

燃料消費の
見える化装置

GPS受信機

速度を検出

エンジンの
回転数を検出

燃費消費量を検出検出器

速度、エンジン回転数、時間
当たり燃料消費量を表示

干潟から沖合域までの漁場・養殖場整備技術開発

漁船漁業の省エネ技術の開発 麻痺性貝毒簡易分析キットの開発

漁場造成

浅海域干潟

二枚貝漁場 新たな養殖施設 沈設魚礁
高層魚礁

増殖礁投石礁

砂浜域 沿岸域 沖合域

室内実験

実証試験

現地調査

数値計算

持続利用が
可能な
整備技術
の提案へ

採泥

観測 潜水

ドローン

ウニ除去

大型水槽での自動航行技術の開発のための検証のようす

陽　性
（有毒サンプル）

陰　性
（無毒サンプル）

Cのみに
ラインが出現

CとTに
ラインが出現

測定溶液
を添加

測定溶液
を添加



無人ヘリによる魚群探索

ドローンによる魚群識別

アカイカの漁場開発

自動釣り機の開発

定置網の魚群をスマホで確認

　ブリ優良人工種苗
周年供給システムの構築

東部冬春生まれ群
の漁場

西部冬春生まれ群
の漁場

水産研究・教育機構の組織が変わりました
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◦社会・産業ニーズを踏まえた、機構内外における研究・
技術開発成果について、生産から流通・販売までを含め
た一体的な実証調査を通じて実用化を図り、その成果を
社会に広く還元する

◦操業の効率化のための新しい生産システム、海洋水産資
源の開発及び利用の合理化に係る開発調査、並びに養殖
業の国際競争力の強化等に向けた養殖生産システムの開
発調査を行う

開発調査センターの使命

漁場探索への AI 活用及び最新のロボット技術などを用いた
船上作業の自動化に係る開発調査

ICT システムを用いた操業効率化及び価値向上に関する開発調査

資源が十分に利用されていない魚種の活用など
資源の適切な利用法に関する開発調査

新しい養殖生産システムや新規養殖対象種を
商業規模で社会実装するために必要な開発調査

研究成果、開発技術の成果を  社会に広く還元します



干潟保全作業 ズワイガニの甲長測定

実践的な船舶運航実習

網補修ロボットの開発

実践的な機関実習
生物生産学科実習のようす海技実習のようす

水産研究・教育機構の組織が変わりました
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◦水産に関する学理と技術を学び研究することにより、海
の持続的利用と環境保全に配慮しながら水産業及びその
関連分野を担う人材を育成する

◦水産業を担う中核的な人材を育成する教育の基盤となる
研究を推進する

◦これらの業務を、水産流通経営学科、海洋生産管理学科、
海洋機械工学科、食品科学科、生物生産学科の５学科と
水産学研究科で実施する

・水産資源の適切な管理

・水産業の成長産業化のための生産技術開発

・海技士教育の高度化

水産大学校の使命

人材育成のための研究の３つの柱

水産業を担う人材を  育成します
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新たな組織と主な業務　新たな時代に即した効果的　・効率的な研究開発をめざして

◎企画調整部門
　水産技術研究所の研究開発に係る企画立案、総合調整および推進に関する業務と、標本の収集、整理及び
管理に関する業務

◎企画調整部門
　水産資源研究所の研究開発に係る企画立案、総合調整及び推進に関する業務と、船舶の運用並びに図書等

資料の収集、整理及び提供に関する業務

◎管理部門
　管理及び各部門に対する支援業務

◎水産資源研究センター
◦研究企画部
　資源評価に係る会議運営等の連絡調整並びに評価結果公表及び外部評価に関する業務 
◦底魚資源部 ｜  底魚第1グループ、底魚第2グループ、底魚第3グループ、底魚第４グループ
　底魚資源（カニ類等を含む）の資源評価、管理及び生態に係る研究開発並びにこれらの資源に関連する国

際対応
◦浮魚資源部 ｜  浮魚第1グループ、浮魚第２グループ、浮魚第３グループ、浮魚第4グループ
　浮魚資源（イカ類を含む）の資源評価、管理及び生態に係る研究開発並びにこれらの資源に関連する国際対応
◦広域性資源部 ｜  まぐろ第1グループ、まぐろ第２グループ、まぐろ第３グループ、まぐろ第４グループ、
　まぐろ生物グループ、外洋資源グループ、鯨類グループ、鰭脚類グループ
　広域性資源（鯨類・まぐろ漁業混獲生物等を含む）の資源評価、管理及び生態に係る研究開発並びにこれ

らの資源に関連する国際対応 
◦海洋環境部 ｜  寒流第1グループ、寒流第２グループ、暖流第1グループ、暖流第２グループ、
　暖流第３グループ、放射能調査グループ
　水産資源の資源評価及び水産資源に関する海洋環境に係る研究開発並びに海洋における放射性物質の動態

及び水産生物に及ぼす影響に係る研究開発　
◦社会・生態系システム部 ｜  漁業管理グループ、漁業生態系グループ、沿岸生態系グループ
　水産資源の資源評価及び海洋生態系と漁業に関わる社会経済活動との相互作用の解明など水産システムに

係る研究開発
◦漁業情報解析部 ｜  情報解析グループ、情報企画グループ、資源解析グループ
　漁業情報及び水産資源情報の収集及び解析並びに水産資源に係る資源解析及び資源評価手法の高度化に係

る研究開発
◦生命情報解析部 ｜  ゲノム情報解析グループ、分子機能グループ
　水産生物の遺伝情報及びその利活用に関する研究開発並びに遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生

物の多様性の確保に関する法律に基づく立入検査 

◎さけます部門
◦資源生態部 ｜  資源管理グループ、増殖グループ
　溯河性さけます類の資源管理及び生態に係る研究開発 
◦資源増殖部 ｜  事業課、技術課、本州技術普及課、根室さけます事業所、斜里さけます事業所、
　伊茶仁さけます事業所、虹別さけます事業所、鶴居さけます事業所、十勝さけます事業所、
　千歳さけます事業所、静内さけます事業所、八雲さけます事業所、尻別さけます事業所、
　天塩さけます事業所、徳志別さけます事業所
　さけます類の個体群の維持のためのふ化放流並びにふ化放流技術の改善及び普及

◦開発業務課
　管理、開発調査に係る予算、決算及び会計、各グループの業務運営に対する支援並びに開発調査に係る漁

獲物の販売に関する業務
◦実証化企画室 
　水産業の成長産業化のための実証化調査の企画及び成果の普及
◦漁業第一グループ
　遠洋漁業及び沖合漁業における海洋水産資源の開発及び利用の合理化に係る開発調査 
◦漁業第二グループ
　遠洋漁業及び沖合漁業における新たな漁業生産方式の企業化に係る開発調査
◦漁業第三グループ
　漁業生産から流通までを包括したシステムに係る開発調査  
◦養殖システムグループ
　養殖に係る新たなシステムの構築に係る開発調査

水産技術研究所

水産資源研究所

開発調査センター

◎管理部門
　管理及び各部門に対する支援業務

◎養殖部門
◦まぐろ養殖部  ｜  成熟制御グループ、種苗量産グループ
　クロマグロの種苗生産及び養殖に係る研究開発
◦シラスウナギ生産部  ｜  基盤グループ、量産グループ
　ニホンウナギの種苗生産に係る研究開発
◦育種部  ｜  育種基盤グループ、系統開発グループ
　水産生物の育種のための基盤技術及び優良系統の作出に係る研究開発 
◦生理機能部  ｜  飼餌料グループ、繁殖生理グループ
　養殖対象種の栄養代謝機構の解明と餌飼料の開発並びに性成熟及び産卵の制御に係る研究開発
◦生産技術部  ｜  技術開発第1グループ、技術開発第2グループ、技術開発第3グループ、
　技術開発第4グループ、技術開発第5グループ
　水産生物の種苗生産技術及び養殖技術に係る研究開発
◦病理部  ｜  免疫グループ、病原体グループ、診断グループ
　水産生物の疾病における病理、病原体、免疫、防除及び治療並びに感染症の診断法に係る研究開発
◦養殖経営・経済室
　養殖業の経営分析及び産業としての経済性評価

◎環境・応用部門
◦水産工学部  ｜  漁業生産工学グループ、水産基盤グループ　

漁港・漁場・養殖場の整備、漁業・養殖業の生産技術の改善及びシステム化を通じた生産性、効率性及び
安全性の向上に係る研究開発

◦沿岸生態システム部  ｜  亜寒帯浅海域グループ、温帯浅海域第1グループ、温帯浅海域第２グループ、
　亜熱帯浅海域グループ、有明海・八代海グループ、内水面グループ、漁場生産力グループ
　陸水域から沿岸海域までの流域圏における生態系の変動機構の解明並びに漁場環境の評価及び管理に係る

研究開発
◦環境保全部  ｜  有害・有毒藻類グループ、化学物質グループ
　赤潮・貝毒の発生機構及び被害軽減技術並びに化学物質の水域生態系における動態、水産生物への影響及

び有害な化学物質の除去に係る研究開発
◦水産物応用開発部  ｜  安全管理グループ、付加価値向上グループ
　水産物の安全性の評価、信頼性の確保、有用成分の特性及び機能の解明、付加価値の向上に係る研究開発
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しらふじ丸　しらふじまる

定　係　港　廿日市市（塩屋）
総 ト ン 数　138トン
最 大 速 力　12.8ノット
最大搭載人員　22名

こたか丸　こたかまる

定　係　港　廿日市市（塩屋）
総 ト ン 数　59トン
最 大 速 力　13.5ノット
最大搭載人員　10名

陽光丸　ようこうまる

定　係　港　長崎市（長崎）
総 ト ン 数　692トン
最 大 速 力　14.6ノット
最大搭載人員　33名

たか丸　たかまる

定　係　港　館山市（館山）
総 ト ン 数　61トン
最 大 速 力　13.4ノット
最大搭載人員　15名

耕洋丸　こうようまる

定　係　港　下関市（下関）
総 ト ン 数　2，703トン
最 大 速 力　14ノット
最大搭載人員　109名

俊鷹丸　しゅんようまる

定　係　港　静岡市（清水）
総 ト ン 数　887トン
最 大 速 力　17.5ノット
最大搭載人員　36名

天鷹丸　てんようまる

定　係　港　下関市（下関）
総 ト ン 数　1，354トン
最 大 速 力　12ノット
最大搭載人員　87名

北光丸　ほっこうまる

定　係　港　釧路市（釧路）
総 ト ン 数　902トン
最 大 速 力　15.0ノット
最大搭載人員　37名

若鷹丸　わかたかまる

定　係　港　塩釜市（塩釜）
総 ト ン 数　692トン
最 大 速 力　13.6ノット
最大搭載人員　33名

蒼鷹丸　そうようまる

定　係　港　横浜市（横浜）
総 ト ン 数　892トン
最 大 速 力　16.5ノット
最大搭載人員　36名

漁業調査船・漁業練習船　水産資源研究に不可欠な　調査船調査

漁業調査船　8隻所有

生態系の仕組みや変動メカニズム
を調べて予測する研究、海洋の現
状を把握するモニタリング、新漁
場や漁獲技術の開発、新技術や機
器の開発・高度化などに活用され
ています。

漁業練習船　2隻所有

水産大学校での所定の学科目の教
授、実習の指導や水産に関する調
査・研究などに活用されています。



写真　長期運用した水中グライダーを回収
母船の漁業調査船俊

し ゅ ん

鷹
よ う

丸
ま る

（887トン ）からボートを降ろし、
水中グライダー（ 全長約2メートル、重さ約60キロ ）を回収
するようす

図　水中グライダーによる観測の概念図
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■水産研究・教育機構の組織が変わりました ･･････････････････････････････････････････････････ 水産研究・教育機構  広報誌編集委員会  事務局
■研究成果情報　ロボットを使った未来型の海洋調査 ････ 水産資源研究所  水産資源研究センター  海洋環境部  寒流第２グループ　長谷川大介

自
動
で
航
行
・
観
測
す
る
水
中
グ
ラ
イ
ダ
ー

Ｓ
Ｆ
映
画『
オ
ブ
リ
ビ
オ
ン
』（
２
０
１
３
年
公
開
）で
は
、
無

数
の
ド
ロ
ー
ン
が
空
中
を
飛
び
回
り
、
地
上
を
隈
な
く
監
視
す
る
世

界
が
描
か
れ
て
い
ま
す
。
海
洋
研
究
の
現
場
で
は
、
ま
る
で
Ｓ
Ｆ
の

よ
う
に
、
海
の
中
で
浮
上
・
沈
降
を
繰
り
返
し
な
が
ら
時
速
1
キ
ロ

で
航
行
す
る
自
律
型
の
海
洋
観
測
ロ
ボ
ッ
ト
、「
水
中
グ
ラ
イ
ダ
ー
」

の
活
用
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

水
中
グ
ラ
イ
ダ
ー
は
、
浮
力
調
整
用
の
油
を
機
体
外
の
袋
に
押
し

出
し
た
り
、
機
体
内
に
戻
し
た
り
す
る
こ
と
で
浮
力
を
増
減
さ
せ
、

推
進
力
を
得
て
い
ま
す
。
浮
上
・
沈
降
時
は
、
内
蔵
電
池
を
前
後
に

移
動
さ
せ
て
機
首
を
上
・
下
に
向
け
ま
す
。
ま
た
、
方
向
転
換
す
る

と
き
は
、
電
池
を
左
右
に
振
り
、
機
体
を
横
方
向
に
傾
斜
さ
せ
ま

す
。
海
中
で
は
コ
ン
パ
ス
を
利
用
し
て
目
標
点
へ
向
け
て
航
行
し
、

海
面
か
ら
水
深
１
０
０
０
メ
ー
ト
ル
ま
で
の
環
境
計
測
を
行
い
ま

す
。
海
面
で
は
Ｇ
Ｐ
Ｓ
で
位
置
情
報
を
取
得
し
、
通
信
衛
星
を
介
し

て
地
上
の
基
地
局
と
通
信
し
、
新
た
な
目
標
点
な
ど
の
制
御
コ
マ
ン

ド
の
受
け
取
り
や
計
測
デ
ー
タ
な
ど
の
送
信
を
行
い
ま
す（
図
）。

さ
ま
ざ
ま
な
セ
ン
サ
・
計
測
機
器
を
搭
載

水
産
研
究
・
教
育
機
構
で
は
、
２
０
０
７
年
に
国
内
の
研
究

機
関
に
先
駆
け
て
水
中
グ
ラ
イ
ダ
ー
を
導
入
し
ま
し
た
。
現

在
、
国
内
最
多
の
7
台
を
運
用
し
、
先
進
的
な
資
源
・
海
洋
研

究
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

当
機
構
で
運
用
す
る
水
中
グ
ラ
イ
ダ
ー
の
う
ち
、
昨
年
度
、

配
備
し
た
機
体
に
は
、
水
温
・
塩
分
・
光
な
ど
の
基
本
的
な
計

測
項
目
に
と
ど
ま
ら
ず
、
植
物
プ
ラ
ン
ク
ト
ン
が
必
要
と
す
る

栄
養
塩
の
濃
度
や
、
そ
の
供
給
を
担
う
乱
流
の
強
さ
、
光
合
成

の
状
態
な
ど
、
水
産
資
源
を
育
む
複
雑
な
プ
ロ
セ
ス
を
解
明
す

る
た
め
の
セ
ン
サ
、
加
え
て
、
資
源
分
布
の
把
握
の
た
め
の
魚

群
探
知
機
ま
で
、
最
新
鋭
の
計
測
機
器
を
満
載
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
世
界
の
先
端
を
い
く
水
中
グ
ラ
イ
ダ
ー
調
査
に
よ

り
、
水
産
海
洋
研
究
の
高
度
化
を
進
め
て
い
ま
す
。

現
在
、
世
界
中
の
海
洋
研
究
者
が
、
水
中
グ
ラ
イ
ダ
ー
を
は

じ
め
と
す
る
自
律
式
の
観
測
ロ
ボ
ッ
ト
の
運
用
を
推
し
進
め
て

い
ま
す
。
リ
ビ
ン
グ
に
い
な
が
ら
世
界
の
海
の
中
の
状
況
を
知

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
の
も
、
そ
う
遠
い
未
来
の
話
で

は
な
い
で
し
ょ
う
。

ロ
ボ
ッ
ト
を
使
っ
た
未
来
型
の
海
洋
調
査
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国立研究開発法人水産研究・教育
機構は、1897年（明治30年）に、
農商務省水産調査所に水産講習所が
附設され、試験部が設置されたこと
に始まります。

当時は、関東を中心として全国的
に赤痢が大流行していました。この
原因菌を突き止めたのが、伝染病研
究所で北里柴三郎に師事していた志
賀潔です。赤痢菌属を示すShigella
は志賀の名前に由来するものです。

それから123年後の今年は、新型
コロナウイルスが世界的な広がりを
見せています。

このような世相の中、7月に当機
構は水産業に関わる技術開発研究の
中心的役割を果たし技術革新を進め
ていくため、9研究所で構成してい
た研究開発部門を「水産資源研究所」
と「水産技術研究所」に組織を再編
しました。今回はその組織再編を特
集しました。

現在までに、医学や科学技術は進
歩し、いくつもの病気が克服されて
きています。ここ近年は、健康の維
持や病気にならないような生活習慣
への意識が高まっています。

水産物には体によい栄養分が含ま
れており、健康づくりには欠かせな
い食材です。これからも安心して水
産物を利用し続けられるように、水
産資源や、養殖技術の研究開発に取
り組んでまいります。　　（角埜 彰）

　水産研究・教育機構は、女子美術大学と協力して、葛西臨海水族園との共同企画展示

「魚が食べたい！！　きみはおさかなエージェント」を開催しています。

開催期間  ： 2020年7月16日（木）～2021年1月26日（火）（予定）

新型コロナウイルス感染症の拡大防止、飼育生物の安全確保のために、整理券予約システムを
導入して1日の入園者数を制限しています。入園には、事前に整理券による予約が必要になりま
す。詳しくは、以下の葛西臨海水族園のウェブページをご覧ください。

https://www.tokyo-zoo.net/news/temp/2020_06/reopen/kasai/index.html

会　　場  ： 葛西臨海水族園　本館1階「東京の海」エリア　特設展示場
　　　　　東京都江戸川区臨海町6-2-3

展示内容 ： 私たちが普段食べている魚は重要な水産資源です。水産資源は、獲り過ぎな

いようにし、まもることで、これからも利用することができます。この共同企画

展示では、ニホンウナギの完全養殖、水産資源の持続的利用をサポートする

SH“U”Nプロジェクト、マアジの生態や漁業、海の環境問題といったトピックス

をとりあげ、 私たちが魚を食べ続けるにはどうしたらよいのか、どんな方法が

あるのかを、親子で楽しめるようにストーリー仕立てにして紹介しています。

共同企画展示を開催しています！

●葛西臨海水族園へのアクセス

（提供：葛西臨海水族園）

in 葛西臨海水族園Information

◦J  　 R ： 京葉線「葛西臨海公園駅」下車、徒歩5分

◦地 下 鉄 ： 東京メトロ東西線「葛西駅」「西葛西駅」下車
　　　　　　→都バス「葛西臨海公園行き」

◦都 バ ス ： 「葛　西」→「葛西臨海公園」（葛西21）
　 　 　 　 　「西葛西」→「葛西臨海公園」（西葛20乙）
　 　 　 　 　「船　堀」→「葛西臨海公園」（西葛26）
　 　 　 　 　「一之江」→「葛西臨海公園」（臨海28甲）

◦京成バス ： 【環七シャトルバス】
　 　 　 　 　「小岩」→「葛西臨海公園」（環07）
　 　 　 　 　「亀有」→「葛西臨海公園」（環08）

◦水上バス ： 東京水辺ライン（電話：03-5608-8869）
　 　 　 　 　「両国」　　　　　→「葛西臨海公園」
　 　 　 　 　「お台場海浜公園」→「葛西臨海公園」


